第1号様式（第９条関係）

	川崎市産学共同研究開発プロジェクト補助金交付申請書

	平成　　年　　月　　日

（あて先）川　崎　市　長

	
	所在地
	
	

	
	企業名
	
	

	
	代表者名
	印
	

	
	
	
	

	〔連絡担当者〕
	氏名
	
	

	
	所属・職名
	
	

	
	電話
	
	

	
	FAX
	
	

	川崎市産学共同研究開発プロジェクト補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり申請します。

	事業名
	

	事業分野
	□ 新製造技術分野

· 環境関連分野

· 福祉関連分野

· その他（
	· 情報通信技術分野

· 新エネ・省エネ関連分野

· 生活文化関連分野

）


	総事業費
	千円

	補助申請額
	申請額
	

	
	千円
	

	企業概要
	別紙１

	事業計画
	別紙２

	経費内訳
	別紙３


＊申請書には、次の書類を添付してください。

①　登記事項証明書

2 直近の市民税納税証明書

③　決算関係書類（直前2期分）

④　会社案内パンフレット、経歴書等の企業概要のわかる資料

⑤　カタログ等の機械装置・工具機器の概要がわかる資料

⑥　見積書等の機械整備費、外注費に要する費用についてわかる資料

⑦　共同研究契約書等の大学等との共同研究を証明する書類

別紙１　　企業概要

◆概　要

	企業名
	
	代表者名
	

	所在地
	

	電話
	
	ＦＡＸ
	

	業種
	
	従業員数
	

	資本金
	千円
	創業年月
	年　　　月

	主要製品
	％
	主要取引先
	％

	
	％
	
	％

	
	％
	
	％

	◆事業実績　（※直近2期分）

	決算期
	／　　期
	／　　期

	売上高
	千円
	千円

	営業利益
	千円
	千円

	経常利益
	千円
	千円

	◆自社ＰＲ等（※得意技術や独自技術、過去に実施した研究開発、特許取得の実績など）

	

	

	

	

	

	

	


※書ききれない場合には、次頁へ記入してください。

別紙２　事業計画

· プロジェクトの概要

	＊事業内容（※大学との連携内容を中心に記載すること）

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	＊新規性・独自性（※従来の製品等にない新しい要素及び内外特許等との関連など）

	

	

	

	

	

	

	＊優秀性（※研究開発のレベルが極めて高いものか）

	

	

	

	

	

	

	＊市場性（※開発された製品が市場に受入れられるものか）

	

	

	

	

	

	

	＊事業化・製品化の可能性（※事業化の実現可能性の見通し）

	

	

	

	

	

	

	＊期待される効果等（※技術の蓄積、社会生活への還元など）

	

	

	

	

	

	

	【備考】（※産業財産権の出願、研究論文や学会発表したものがあれば記入してください。）




※書ききれない場合には、次頁へ記入してください。

◆開発体制（※書ききれない場合は別紙に記入すること。）

	＊研究開発プロジェクトに参加する大学、企業、専門家等について

	研究代表者名：
	（所属）

	大学及び研究者名
	

	研究内容
	（※大学等との共同研究契約を締結していただきます。）

	※その他参加者
	（※外注・委託先、外部専門家、共同参加企業、雇用研究者等）

	開発役割等
	

	※その他参加者
	

	開発役割等
	

	※その他参加者
	

	開発役割等
	

	※その他参加者
	

	開発役割等
	


· 開発スケジュール

開発期間：平成　　年　　月　～　平成　　年　　月（予定）

≪平成　　年度≫

	活動内容
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別紙３　補助対象経費内訳

（単位：円）

	費　　目
	金　　額

	（1） 原材料費等

（内訳）
	

	小　　計
	

	（2） 機械設備費等

（内訳）
	

	小　　計
	

	（3） 外　注　費等

（内訳）
	

	小　　計
	

	（4）産業財産権の使用に

要する経費
（内訳）
	

	小　　計
	

	（5）技術指導費等

（内訳）
	

	小　　計
	

	(6)その他経費
	

	小　　計
	

	合計
	

	補助対象外経費

（内訳）


	

	総事業費
	








